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パナソニックグループ 本社・ガバナンス改革について 
 

 

パナソニック株式会社は、全社が内向きの仕事を減らし、よりお客様に向かって集中できるよう、 

１０月１日付けにて、本社・ガバナンスの改革を実施します。 

 

改革の内容 

（１）コーポレート戦略本社およびプロフェッショナル ビジネス サポート部門の設置 

１５０名規模のコーポレート戦略本社を設置し、「中期グループ戦略の立案・経営資源配分」 

「キャッシュフロー(資金重視)経営の推進」「幹部開発」等の戦略機能を強化します。 

また、従前の本社の上記以外の機能については、プロフェッショナル ビジネス サポート部門と

して再編を行い、関連する複数の部門を大括り化・シンプル化します。 

 

（２）本社Ｒ＆Ｄ部門における既存領域テーマのドメインへの前線化と、ミッションの見直し 

本社Ｒ＆Ｄ部門における既存事業領域の持続的成長を支えるテーマ・人員をドメインに移管し、

現場の中期事業創出力を強化します。 

一方、本社Ｒ＆Ｄ部門の新たなミッションを、次の２つとします。 

①長期的にパナソニックの経営に貢献し得る新規成長分野の研究開発、事業創出 

②全社にまたがる共通技術開発、全社技術行政・サポート活動 

これにより、新規事業の探査・起案および事業育成・事業化推進活動の強化・人材育成を推進

していきます。 

 

（３）グループにおける意思決定の仕組みの見直し 

グループの中・長期的な戦略や重要課題について多面的に議論し、適切かつスピーディに  

方向づけしていくため、１０名程度のグループ経営幹部で構成する「グループマネジメントチー

ム」を設置するとともに、同チームによる議論・方向づけの場として、従来の「グループ常務会」

や「全社技術戦略会議」等の機能を統合し、「グループ戦略会議」を設置します。 

また、グループにおける重要案件の意思決定を行う場として、従来の「グループ・マネジメント・

コミッティー」や「決裁会議」等の機能を統合し、「グループ重要案件審議会」を設置します。同

審議会は、取締役会の前置機関として、その意思決定機能を補完・強化する役割を担います。 

 

なお、「コーポレート戦略本社およびプロフェッショナル ビジネス サポート部門の設置」および「本

社Ｒ＆Ｄ部門における既存領域テーマのドメインへの前線化と、ミッションの見直し」については、

本日付で労働組合に申入れいたしました。 

 

以  上 

【お問い合わせ先】 

パナソニック株式会社 コーポレートコミュニケーション本部 広報グループ 

（大阪）０６－６９０８－０４４７ （東京）０３－３４３６－２６２１ 


